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消費生活相談年報

東京都消費生活総合センター

令和５年度



 

１ 「令和５年度 消費生活相談年報」発行の趣旨 

本誌は、消費生活相談情報が蓄積されている「PIO-NET（パイオネット：全国消費生活

情報ネットワークシステム）」のデータベースをもとに、消費者から寄せられた東京都

内の令和５年度分の相談情報を分析して、消費者被害の未然防止や拡大防止に役立てる

ことを目的に発行するものです。 

消費生活相談に関心のある方々や、関係行政機関の参考資料として活用していただけ

れば幸いです。 

 

２ 記事内容の転載・複写等 

本誌記載内容の転載・複写等については、あらかじめ下記にお問い合わせくださるよ

うお願いいたします。 

 

○ 問合せ先 

東京都消費生活総合センター相談課 

電話:03-3235-1148 
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Ⅰ 東京都全体（東京都・区市町村）相談受付分 

１ 相談の概要 

(1) 相談件数は約13万件となり、対前年度比0.3％の減少(P.4) 

令和５年度の東京都内の相談件数は129,681件となり、前年度と比較すると407件(0.3％)の減少

であった。そのうち東京都受付件数が26,641件(構成比20.5％)、区市町村受付件数が103,040件

(同79.5％)であった。 

 

(2) 相談区分は「苦情」が92.1％、相談方法は「電話」が91.5％を占める(P.6) 

相談区分別に見ると、「苦情」が92.1％、「問合せ」が7.7％、「要望」が0.2％である。相談方法

別では「電話」が91.5％、「来所」が8.4％、「文書」が0.1％となっている。 

 

(3) 相談件数の多い順に第１位は「商品一般」、第２位は「レンタル・リース・貸借」、第３位は「役

務その他」 (P.15､P.16) 

相談件数の多い商品・役務をみると、最も多い相談は「商品一般」(9,214件)で、相談全体の

7.1％を占める。主な内訳は、架空請求と思われる不審なショートメッセージやメールに関する相

談であった。第２位は「レンタル・リース・貸借」(9,091件)で、相談全体の7.0％を占める。約

８割を「賃貸アパート」が占め、賃貸アパート・マンションの解約や修理代に関する相談等が寄

せられた。第３位は「役務その他」(7,660件)で、相談全体の5.9％を占める。「廃品回収サービス」

や「申請代行サービス」等の他の分類に属さないサービス業に関する相談が寄せられている。 

 

(4)「特殊販売」の相談件数は全相談の51.4％。なかでも「通信販売」が目立つ(P.21､P.22) 

店舗購入以外の「特殊販売」は66,608件となり、全相談の51.4％を占める。特殊販売の内訳で

は「通信販売」が最も多く、次いで「訪問販売」、「電話勧誘販売」となっている。 

 

(5) 高齢者(60歳以上)の相談件数は約４万３千件、全相談の33.5％(P.35､P.36)  

60歳以上の高齢者の相談件数は43,492件と、前年度より2.5％増加した。高齢者の相談が全相

談に占める割合は33.5％である。最も多い相談は「化粧品」で、次に「商品一般」「役務その他」

と続く。増加率でみると、第５位「健康食品」が、対前年度比127.4％と大きく増加している。ま

た、高齢者の平均契約金額は119万円と、59歳以下の相談の平均契約金額100万円と比べて高額で

ある。 

 

(6) 若者(29歳以下)の相談は約１万６千件(P.39､P.40) 

29 歳以下の若者の相談件数は 16,398 件となり、前年度より 4.8％減少した。若者の相談が全

相談件数に占める割合は 12.6%である。最も多い相談は「レンタル・リース・貸借」で、次に「理

美容」と続く。増加率でみると、第４位「医療」が大きく増加しており、なかでも医療脱毛等を

含む「医療サービス」が、対前年度比 150.9％と大幅に増加している。  
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(7) 成人として扱われることになった18歳・19歳の相談は約１千３百件(P.41) 

18歳・19歳の相談件数は1,265件となり、前年度より3.1％減少した。最も多い相談は「理美容」

で、次に「他の教養・娯楽」と続く。増加率でみると、第４位「教室・講座」（72件）が、対前 

年度比120.0％と大きく増加している。 

 

(8) インターネット通販で、「ＳＮＳ」関連の相談が引き続き増加(P.49) 

「インターネット通販」の相談件数は35,999件と相談全体の27.6％を占めており、なかでも「Ｓ

ＮＳ」上の広告をきっかけとして契約した後トラブルになる等、何らかの形で「ＳＮＳ」が関連

している相談の割合が21.3％と対前年度比3.3ポイント上昇し、増加傾向にある。契約当事者の年

代別件数では40歳代から60歳代が多く、増加率では、20歳代以上の相談件数が前年度と比べて増

加している。 

 

(9)「定期購入」に関する相談の中で、令和５年度は健康食品が増加(P.37) 

インターネット広告を見て格安または無料だと思い、お試しのつもりで商品購入の申込みをし

たら、実は複数回購入しなければならない「定期購入」だったという相談が6,634件と多く寄せら

れた。なかでも「健康食品」の購入に関する相談について、対前年度比で118.1％と増加した。 

 

(10)「インターネットゲーム」に関する相談が増加(P.26) 

インターネットゲームに関する相談は972件で、対前年度比117.2％と増加した。契約当事者の

年代別では20歳未満の相談が508件と最も多く、なかでも18歳未満が488件と大多数を占めている。 

 

(11)「美容医療」に関する相談が大幅に増加(P.70) 

美容医療に関する相談件数は1,878件で、対前年度比170.6％と大幅に増加した。若者（29歳以

下）の割合が42.4％を占めている。増加率でみると、20歳以上の年代で対前年度比150％以上と大

幅に増加している。 

 

(12)「医療脱毛」に関する相談が激増(P.71) 

医療脱毛に関する相談件数は875件であり、対前年度比258.9％と激増した。契約当事者の年代

別では20歳代が416件で最も多く、全体の47.5％となっている。 

 

(13)「害虫駆除サービス」に関する相談が激増(P.42) 

害虫駆除サービスのトラブルに関する相談は508件で、対前年度比207.3％と激増している。若

者（29歳以下）の割合が全体の38.6％となっており、契約当事者の年代別では20歳代が最も多い。 

 

(14)「ＰＣ警告解除サービス」に関する相談が大きく増加(P.38) 

ＰＣの警告解除サービスに関する相談は884件で、対前年度比130.8％と大きく増加している。

契約当事者の年齢でみると、高齢者（60歳以上）の割合が67.6％となっており、なかでも70歳代

が最も多い。 
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(15)「トイレの詰まり解消等修理」に関する相談が高止まり(P.24) 

トイレの詰まり等の修理に関する相談は836件と、依然高い件数で推移している。高額な修理費

用等の請求に係る相談が70.8％を占めており、契約当事者の年代別では20歳代が最も多い。 

 

(16) 点検をきっかけとした「給湯器の交換」に関する相談が過去最高(P.62) 

点検をきっかけとした給湯器の交換に関するトラブルの相談は390件で、対前年度比1,083.3％

と激増している。特に、高齢者（60歳以上）が契約当事者である相談が全体の 78.7％を占めてい

る。 

 

(17) 点検をきっかけとした「屋根修理」に関する相談が高止まり(P.63) 

点検をきっかけとした「屋根修理」に関する相談が702件と、高止まりしている。なかでも高齢

者（60歳以上）が契約当事者である相談が全体の68.4％を占めている。 

 

(18) 多重債務に関する相談は増加(P.68) 

多重債務に関する相談は2,049件で、前年度より9.8％増加した。契約当事者の年代別では50歳

代が382件と最も多く、次いで20歳代が376件と続く。平均借入金額は418万円で、前年度の364万

円から増加している。 

 

(19) 危害に関する相談と危険に関する相談はともに増加(P.72～P.74) 

「危害」に関する相談は2,004件で、前年度と比べて2.9％の増加であった。「危害」の原因と

なった商品・役務では「化粧品」が400件、「医療」が368件となっている。 

「危険」に関する相談は344件となり、前年度より3.9％増加した。 
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２ 相談受付状況 

(1) 相談件数の推移 

令和５年度の東京都内の相談件数は129,681件となり、対前年度比0.3％の減少であった。そのうち東

京都受付分は26,641件(構成比20.5％)、区市町村受付分が103,040件(同79.5％)であった。 

相談件数は、平成16年度に20万件を超えてピークとなり、その後、平成20年度以降は12万件程で推移

し、平成30年度、令和元年度は14万件に近付いた。令和５年度は前年度より407件減少となった。(図－1、

表－1) 

 

図－1 東京都・区市町村相談件数の推移 

 

表－1 東京都・区市町村相談件数の推移  単位：件 
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(2) 受付機関別相談件数 

受付機関別の相談件数を見ると、東京都受付分が26,641件で、前年度より1,014件(4.0％)増加して

いる。 

23区では74,028件、対前年度比1.7％の減少となった。最も件数が多いのは「世田谷区」の6,872件、

次に「大田区」5,635件、「練馬区」5,373件の順となっている。 

市町村では29,012件、対前年度比0.6％の減少となった。最も件数が多いのは「八王子市」の4,357件、

次に「町田市」3,593件、「府中市」1,727件の順となっている。(表－2) 

表－2 受付機関別相談件数                    単位：件 ()内は構成比 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※日の出町、檜原村、奥多摩町及び島しょ地域については、PIO-NET 未設置のため集計対象外である。 
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(3) 相談区分及び方法別相談件数 

相談区分別で見ると、「苦情」は119,486件寄せられ、構成比は92.1％を占める。「問合せ」の件数は

9,972件で全体の7.7％、「要望」については223件で全体の0.2％とわずかである。 

相談方法別で見ると、「電話」による相談が全体の91.5％、「来所」による相談は全体の8.4％、「文書」

による相談は全体の0.1％となっている。(表－3) 

表－3 相談区分別、方法別相談件数    単位：件 

  
 

(4) 契約購入金額 

契約購入金額について見ると、50万円未満の金額における相談件数は57,889件で全体の44.6％を占め

る。なかでも最も多いのは「１万円以上５万円未満」で、構成比は14.3％である。また、契約購入金額

が１千万円以上の相談は1,482件で構成比は1.2％となっている。「１億円以上」は72件と前年度（47件）

より増加している。平均金額は約110万円となり、前年度より約1万円減少している。(表－4) 

表－4 契約購入金額     単位：件 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「その他･不明」を除いて算出 

対前年度比

苦  情 119,486 (92.1%) 120,630 (92.7%) 99.1%

問合せ 9,972 (7.7%) 9,348 (7.2%) 106.7%

要  望 223 (0.2%) 110 (0.1%) 202.7%

電　話 118,610 (91.5%) 119,697 (92.0%) 99.1%

相談方法 来　所 10,878 (8.4%) 10,230 (7.9%) 106.3%

文　書 193 (0.1%) 161 (0.1%) 119.9%

129,681 (100.0%) 130,088 (100.0%) 99.7%計

令和４年度相談区分･方法 令和５年度

相談区分
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３ 相談者・契約当事者の属性 

(1) 相談者の属性(性別･年代別) 

相談者の属性を性別で見ると、「女性」の占める割合は54.9％で、「男性」の41.2％を13.7ポイント上回

っている。(表－5) 

年代別の構成比を見ると、「70歳以上」が最も多く20.1％、次に「50歳代」18.9％、「40歳代」14.6％と

続く。前年度と比較すると、「60歳代」「70歳以上」で増加している。(表－6)  

 

表－5 相談者性別相談件数 単位：件 

  
 

表－6 相談者年代別相談件数   単位：件 
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(2) 相談者の居住する地域別件数 

相談者の居住する都道府県別で見ると、東京都が126,456件で全体の97.5％、東京都以外の住民からの

相談は3,095件で全体の 2.4％となっている。東京都以外では、埼玉県、千葉県、神奈川県の近県３県の

住民からの相談が2,013件で65.0％を占めている。また、在外日本人からの相談が45件、在日外国人から

は85件の相談が寄せられている。(表－7) 

表－7 相談者地域別相談件数(令和５年度)     単位：件 
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(3) 契約当事者の属性(性別･年代別) 

契約当事者の属性を性別で見ると、「女性」の占める割合は50.7％で、「男性」の41.1％を9.6ポイント

上回っている。(表－8) 

年代別の構成比を見ると「70歳以上」が最も多く21.3％、次いで「50歳代」15.4％、「40歳代」12.5％と

続く。(表－9) 

相談者の年代別件数(表－6)と比較すると、「20歳代」以下と「70歳以上」では相談者の相談件数が契

約当事者の相談件数より少なくなっている。契約当事者が「20歳代」以下と「70歳以上」の相談では、

家族や周囲の人など本人以外の人から相談が寄せられていることがわかる。 

 

表－8 契約当事者性別相談件数 単位：件 

 
 

表－9 契約当事者年代別相談件数 単位：件 
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(4) 契約当事者の属性(職業別) 

契約当事者の属性を職業別で見ると、「給与生活者」が最も多く全体に占める割合は40.4％、次いで

「無職」22.9％、「家事従事者」8.3％と続く。(表－10) 

 

表－10 契約当事者職業別相談件数 単位：件 
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４ 商品・役務分類別及び相談内容別相談件数 

(1) 商品・役務大分類別相談件数 

令和５年度の相談件数を商品・役務別で見ると、「商品」に関する相談が57,921件(構成比44.7％)、

「役務」に関する相談が68,620件(52.9％)、「他の相談」が3,140件(2.4％)である。「商品」の相談は

令和４年度に増加したが、令和５年度は減少した。「役務」の相談は令和４年度に続き、令和５年度も増

加した。 

令和５年度における商品・役務の大分類別の相談件数を見ると、最も相談が多かったのは、他の教養・

娯楽や教室・講座等の相談が含まれる「教養・娯楽サービス」（11,154件）で、全体の8.6％を占めてい

る。 

次に相談が多かったのは、他の教養娯楽品や書籍・印刷物等の相談を含む「教養娯楽品」（10,093件）

であり、相談全体の7.8％を占めている。 

第３位は、サービス業のうち、どの分類であるかを特定できない相談等を含む「他の役務」（9,885件：

構成比7.6％）である。 

第４位は、化粧品等の相談を含む「保健衛生品」（9,524件：構成比7.4％）、第５位は、どの商品・役

務別分類であるかを特定できない相談等を分類する「商品一般」 (9,214件:構成比7.1％)の順になって

いる。 

前年度より件数の増加が目立つものは、「管理・保管」「内職・副業･ねずみ講」「土地・建物・設備」、

減少が目立つものは「光熱水費」「保健衛生品」「教育サービス」である。(表－11)  
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表－11 商品・役務大分類別相談件数の推移 単位：件 
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(2) 商品・役務中分類別相談件数 

商品・役務を中分類別で見た相談件数は、「表－12」のとおりである。前年度より件数の増加が最も多

い相談は、ＰＣの警告解除サービス、副業サポート、有料質問サイト等の相談を分類する「役務その他」

で1,045件の増加（15.8％増）であった。次いで「医療」が790件の増加（27.2％増）、「空調・冷暖房・

給湯設備」が617件の増加（141.5％増）となっている。 

表－12 商品・役務中分類別相談件数                         単位：件 
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一方、前年度と比べ最も減少した相談は、「化粧品」で 2,717 件の減少（27.6％減）であった。次い

で、エステティックサービス等を分類する「理美容」が 1,577 件の減少（35.9％減）、「電気」が 789 件の

減少（34.0％減）となっている。 

単位：件 
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(3) 相談件数の多い商品・役務 

相談件数の多い商品・役務を、中分類別に上位20位まで示したものが「表－13」である。 

最も多い相談は、「商品一般」(9,214件)で、相談全体の7.1％を占める。主な内訳は、架空請求と思わ

れる不審な電話やメールに関する相談である。 

第２位は「レンタル・リース・貸借」(9,091件)で、相談全体の7.0％を占める。その約８割を占めるの

が「賃貸アパート」に関する相談である。 

第３位は「役務その他」(7,660件)で、相談全体の5.9％を占める。「廃品回収サービス」、「祈とうサー

ビス」等の他の分類に属さないサービス業に関する相談である。 

第４位は「化粧品」（7,133件）で、相談全体の5.5％を占める。ネットで表示された広告を見て、格安

だと思い、お試しのつもりで商品購入の申込みをしたら、実は、複数回購入しなければならない「定期

購入」だったという相談が多く寄せられた。 

第５位は「工事・建築・加工」(4,411件)で、「屋根工事」に関する相談が多く寄せられた。 

前年度より増加が目立つ相談としては、「医療」が3,693件で対前年度比127.2％と大きく増加している。 
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表－13 商品･役務中分類別相談件数 上位 20 位 単位：件 
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(4) 内容分類別相談件数 

内容分類別で見ると、「契約・解約」が圧倒的に多く、全相談件数の76.5％を占めている。次に多いのが

「販売方法」で全体の46.2％、次いで「接客対応」が15.0％となっている。 

前年度からの増加率で見ると、「施設・設備」（49.1％増）が大幅に増加した。そのほかに、「法規・基

準」（14.3％増）、「包装・容器」（12.9％増）等も増加している。(表－14) 

 

表－14 内容分類別相談件数 単位：件 

 
(複数選択項目) 
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(5) 内容キーワード別相談件数 

相談内容を、内容キーワード別に上位20位まで示したものが「表－15」である。なかでも多いのが「解

約一般」「インターネット通販」「返金」「電子広告」である。 

前年度からの増加率で見ると、「詐欺」(24.3％増)が大幅に増加した。そのほかに、「ＳＮＳ」(16.2％

増)、「電話勧誘」(13.0％増)等も増加している。 

 

表－15 内容キーワード別相談件数 上位 20 位 単位：件 

 
(複数選択項目) 

※１：解約に関する相談のうち「解約拒否」以外のもの  

※２：契約書・書面に関する相談のうち「書面不交付」「書面偽造」「書面不備」以外のもの 

※３：クーリングオフに関する相談のうち「クーリングオフ回避」以外のもの 
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(6) 商品・役務別内容別の相談件数 

商品・役務の大分類別における内容分類の件数は、「表－16」のとおりである。 

 

表－16 商品・役務大分類別の内容分類別相談件数(令和５年度) 

 
※「Z 他の相談」については、内容別分類はない。 
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単位：件 

 
（複数選択項目） 
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５ 販売購入形態別相談件数 

(1) 販売購入形態別相談件数 

令和５年度の相談件数を販売購入形態別で見ると、「店舗購入」は28,501件で、全相談の22.0％を占め

ている。ショートメッセージやメール等による架空請求の相談等の「不明・無関係」の割合は令和４年

度から上昇に転じ、令和５年度は26.5％と増加した。 

一方、「特殊販売」は66,608件で、全体に占める割合は51.4％と前年度からほぼ横ばいで、高止まりし

ている。 

特殊販売の内訳を見ると、令和５年度も引き続き「通信販売」(構成比 37.5％)が最も多く、次いで「訪

問販売」(8.5％)、「電話勧誘販売」(3.4％)となっている。(表－17) 

 

表－17 販売購入形態別相談件数の推移 単位：件 
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(2) 特殊販売の契約当事者年代別相談件数 

令和５年度の特殊販売を形態別に、契約当事者の年齢別構成比を示したものが「表－18」である。 

屋根工事や新聞等に係る契約の相談が多い「訪問販売」では、「70歳以上」の割合が37.6％と最も多く、

60歳以上の高齢者が全体の47.4％を占める。 

インターネット通販等が多い「通信販売」では、「50歳代」が19.7％と最も多く、次いで「70歳以上」 

が 17.4％、「60歳代」が15.3％、「40歳代」が15.2％と続く。 

他の内職・副業等のサイドビジネス商法の相談が多い「マルチ(まがい)商法」では、「20歳代」が33.1％

と最も多い。 

副業サポートのトラブルに関する相談の多い役務その他サービスや光ファイバー回線契約の解約の相

談が多い「電話勧誘販売」では、「70歳以上」が26.1％と最も多く、60歳以上の高齢者で全体の37.3％を

占める。 

心当たりのない荷物が代引で届く等の相談が多い「ネガティブオプション」は、「70歳以上」が21.0％

と最も多い。 

購入業者が消費者の自宅等を訪問し、商品を買い取る「訪問購入」は、「70歳以上」が53.2％と最も多く、

60歳以上の高齢者で全体の66.7％を占める。 

展示販売や店舗ではない場所での販売などの「他の無店舗販売」は、「70歳以上」が22.3％と最も多い。 

「特殊販売」全体の中で最も相談件数が多いのは「70歳以上」で、次に「50歳代」、「60歳代」、「40歳代」

の順となっている。いずれの年代でも「通信販売」の相談件数が最も多く、次いで「訪問販売」となっ

ている。 

 

 

   

表－18 特殊販売の形態別契約当事者年代別相談件数(令和５年度)            単位：件 
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(3) 訪問販売 

訪問販売に関する相談件数は 11,069件で、全相談件数の 8.5％を占める。件数は前年度に比べ9.2％

増加した。 

相談件数を商品・役務別に上位10位まで示したものが「表－19」である。 

最も多い相談は「工事・建築・加工」(2,320件)で、主に「屋根工事」や「衛生設備工事」などである。

第２位は「修理・補修」(1,651件)である。トイレのつまり解消修理などの「修理サービス」が多い。 

第３位は「役務その他」(1,174件)であり、副業コンサルティング等の「役務その他サービス」や「廃

品回収サービス」に関する相談が寄せられている。 

商品・役務別上位10位で増加率が目立つものとしては、「給湯システム」「ソーラーシステム」「駆除サー

ビス」等があげられる。 

相談内容をキーワード別で見ると、「クーリングオフ一般」「高価格・料金」「解約一般」が多い。(表

－20) 

 

表－19 訪問販売 商品・役務別相談件数 
      単位：件 

 
  

表－20  訪問販売 相談内容別件数 
   単位：件 

 
 

 

 

内容キーワード ５年度 ４年度 対前年度比

1 クーリングオフ一般 3,254 2,621 124.2%

2 高価格・料金 3,228 2,708 119.2%

3 解約一般 2,447 2,440 100.3%

4 契約書・書面一般 2,067 1,975 104.7%

5 電子広告 1,733 1,393 124.4%
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トピックス︓「トイレの詰まり解消等修理」に関する相談が⾼⽌まり 

 
 トイレのつ詰まり等の修理に関する相談件数が836件で対前年度比91.8％と減少しているが、

依然高い件数で推移している。相談の内容をみると高額な修理費用等の請求に係る相談が

70.8％を占めている。 

 契約購入金額別割合（無回答・不明を除く）をみると、令和元年度は 10 万円未満の割合が半

数以上を占めていたが、令和２年度から「10 万円以上 50 万円未満」の割合が大きく増加し、令

和５年度も 59.2％を占めた。契約当事者の年代別割合では、20 歳代（159 件）が 19.0％と最も

多く、次に 80 歳以上（100 件）が 12.0％と多くなっている。 

 トイレをつまらせ、インターネットで見つけた料金の安い業者を呼んだ。結局、修理しても直

らなかったのに高額な料金を請求された。返金をしてほしいという相談等が寄せられている。 

 

【トイレ修理に関する相談件数及び高額な請求の相談が占める割合の推移】 

 
  

【契約購入金額別割合の変化（無回答・不明を除く）】 

 
(構成比は、小数点第 2 位を四捨五入) 

       

【契約当事者の男女別割合】      【契約当事者の年代別割合】   

 

 

 

                                  

 

(構成比は、小数点第 2 位を四捨五入)         (構成比は、小数点第 2 位を四捨五入)        
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(4) 通信販売 

通信販売とは、通信手段(インターネット、郵便、電話、預貯金口座に対する払込み、ファクシミリ等)を

用いて契約する販売方法であり、マルチ(まがい)商法、電話勧誘販売、ネガティブオプションにあたら

ない場合をいう。 

通信販売に関する相談件数は48,682件で、「特殊販売」の中では最も多く、全相談件数の37.5％を占

める。 

相談件数を商品・役務別に上位10位まで示したものが「表－21」である。 

最も多い相談は「化粧品」(6,603件)で、通信販売全体の13.6％を占める。主なものは「養毛剤」、

「化粧クリーム」、「乳液」であるが、どれも定期購入に関する相談が多く寄せられている。 

第２位は「健康食品」（3,000件）であり、「化粧品」と同じく定期購入に関する相談が多く寄せられ

ている。 

第３位は「役務その他」(2,708件)であり占いサイトや質問サイト、ＥＳＴＡの申請代行等の相談が

寄せられている。 

相談内容をキーワード別で見ると、「インターネット通販」「解約一般」が多い。(表－22) 
 

表－21 通信販売 商品・役務別相談件数 
単位：件 

 

  

表－22 通信販売 相談内容別件数 
単位：件 
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トピックス︓インターネットゲームに関する相談件数が増加 

 

インターネットに接続して、同時に複数の人が参加する「インターネットゲーム」に関する相談

は 972 件であり、対前年度比 117.2％と増加した。契約当事者の年齢をみると、20 歳未満の割合が

令和２年度から 50％を上回っており、令和５年度も 52.3％となっている。また、20 歳未満のうち

９割以上を 18 歳未満が占めている。 

契約当事者の男女別割合では、男性が 65.1％を占める。契約当事者の年代別では 20 歳未満（508

件）が最も多い。そのほか、40 歳代以外で前年度から増加している。小学生の子どもが、インター

ネットゲームで親の許可無く高額な課金をしていたことがわかり、返金を求めたいという相談が多

く寄せられた。 

 

【インターネットゲームに関する相談件数及び契約当事者が 20 歳未満の相談割合の推移】 

 
  

【契約当事者の男女別割合】     【契約当事者の年代別件数】 

             

 

(構成比は、小数点第 2 位を四捨五入) 
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(5) マルチ(まがい)商法 

いわゆる「マルチ商法」とは、商品等の購入契約と販売組織への加入をさせ、その者に新たな会員を集

めれば紹介料・報酬等が得られると告げて組織を拡大させていく販売方法であり、特定商取引法第33条

で「連鎖販売取引」として規制されている。また、「マルチまがい商法」とは、実態はマルチ商法である

にもかかわらず、契約後に誰かを紹介したら報酬等を得られると告げるなど特定商取引法で規定されて

いる連鎖販売取引の要件（定義）に該当しないように装うことで、規制逃れ（脱法）を図ろうとするも

のである。 

マルチ(まがい)商法に関する相談件数は632件で、前年度に比べ27.6％の減少であった。 

相談件数を商品・役務別に上位10位まで示したものが「表－23」である。 

最も多い相談は「健康食品」(80件)であり、「母がマルチ商法の会員になり、毎月健康食品を購入して

いてお金が無くならないか心配だ。」等の相談が寄せられている。 

第２位は「商品一般」(66件)であり、「家族がマルチ組織に加入し、のめりこんでいる。やめさせたい。」

等の相談が多く寄せられている。 

第３位は「内職・副業」で、主なものは「他の内職・副業」であり、ＳＮＳで知り合った人紹介され

たアフィリエイトの副業でのトラブル等の相談が寄せられた。 

相談内容をキーワード別で見ると、「サイドビジネス商法」「解約一般」が多い。 (表－24)  

 

 

表－23 マルチ(まがい)商法 商品・役務別相談件数 

単位：件 

 

表－24  マルチ(まがい)商法 相談内容別件数 

単位：件 
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(6) 電話勧誘販売 

電話勧誘販売とは、事業者から消費者の自宅や職場に電話等（電話、郵便物、ＳＮＳ、電子メール等）を

かけたり、または消費者から電話等（電話、ＷＥＢ会議等）をかけさせたりし、その電話で商品やサー

ビス等の勧誘をして申込みを受け、契約を締結する販売方法である。 

電話勧誘販売に関する相談件数は4,430件で、前年度に比べ14.0％増加している。 

相談件数を商品・役務別に上位10位まで示したものが「表－25」である。 

最も多い相談は「役務その他」であり、ＳＮＳ等を通じての副業サポートに関するトラブルの相談が

多く寄せられた。第２位は光ファイバー回線の契約トラブル等の「インターネット通信サービス」であ

った。第３位は「魚介類」であり、解約に関する相談が多く寄せられた。 

増加率で見ると、「給湯システム」が激増しており、給湯器の点検との連絡があり、後日訪問すると

言われた。訪問を承諾したが、信用できる業者か不安になったので、断りたい等の相談が寄せられた。

そのほか「金融関連サービスその他」も増加しており、電話で暗号資産での投資を勧められ応じてしま

ったが、不審なので返金してもらいたい等の相談が寄せられた。 

相談内容をキーワード別で見ると、「解約一般」「クーリングオフ一般」が多い。(表－26) 

 

 

表－25 電話勧誘販売 商品・役務別相談件数 

単位：件 

表－26 電話勧誘販売 相談内容別件数 

単位：件 

 

 

 

  

- 28 -



29 

 

(7) ネガティブオプション 

ネガティブオプションとは、購入の申込みをしていない者に一方的に商品を送りつけ、相手方から商

品の返送又は購入しない旨の通知がない限り、勝手に購入の意思ありとみなして、その代金を請求する

という販売方法である。 

ネガティブオプションに関する相談件数は309件で、前年度に比べて21.2％の増加であった。 

最も多い相談は「商品一般」、第２位は「化粧品」、第３位は「健康食品」である。 (表－27) 

相談内容をキーワード別で見ると、「代引配達」「連絡不能」「インターネット通販」が多い。「代引配

達」に関しては、「身に覚えのない商品が代引で届き、代金を支払って受け取ってしまった。返金してほ

しい。」との相談が多く寄せられている。(表－28) 

 

 

表－27 ネガティブオプション 商品・役務別相談件数 

単位：件  

表－28  ネガティブオプション 相談内容別件数 

単位：件 
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(8) 訪問購入 

訪問購入とは、購入業者が消費者の自宅等を訪問し、売買契約の申込みを受け、又は、売買契約を締

結して物品などを購入することである。 

訪問購入に関する相談件数は859件となっている。商品・役務別では「アクセサリー」が最も多く、次

いで、商品買取り業者からの電話勧誘に関する相談等の「商品一般」が多い。(表－29)  

相談内容をキーワード別で見ると、「信用性」「電話勧誘」が多い。(表－30) 

 

 

 

表－29 訪問購入 商品・役務別相談件数 

単位：件 

 

表－30 訪問購入 相談内容別件数 

単位：件 
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(9) 他の無店舗販売 

他の無店舗販売とは、①露店、屋台、その他これらに類する店（バス、トラックに物品を陳列して消費者

が自由に商品を選択できる場合など）での販売、②ホテル、公会堂、体育館、集会場等で２日以上の期間に

わたって行われる展示販売、③その他「店舗」とはいえないところでの販売である。 

他の無店舗販売に関する相談件数は627件である。商品・役務別では、パーキング等の「管理・保管」

が最も多く、次に多いのが、役務その他サービス、廃品回収サービス等の「役務その他」である。(表－

31) 

相談内容をキーワード別で見ると、「解約一般」、「返金」、「高価格・料金」が多い。(表－32) 

 

 

表－31 他の無店舗販売 商品・役務別相談件数 

単位：件   

表－32 他の無店舗販売 相談内容別件数 

単位：件 
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６ 支払方法別相談件数 

(1) 支払方法別 

支払方法別に相談件数を示したのが「表－33」である。支払方法としては「信用供与無」「販売信用」「借

金契約」「不明・無関係」がある。 

「信用供与無」は41,637件で全体に占める割合は32.1％であり、相談件数は前年度と比べ1.9％減少し

ている。主に現金一括払いである「即時払」は、全相談件数の２割強を占めているものの、相談件数は前

年度と比べ4.7％減少している。 

クレジット利用等の「販売信用」は31,959件で、全体の24.6％を占めている。このうち、翌月一括払い

などの「２か月内払い」の件数が25,152件と最も多く、全体の19.4％を占めている。次に多いのが個別

クレジット等の「個別信用」 (2,562件)で全体の2.0％、次がクレジット払いやリボルビング払い等の「包

括信用」(2,028件)で全体の1.6％を占めている。 

また、サラ金等の消費者ローンや、クレジットカードのキャッシング等の「借金契約」(2,296件)は、全

体に占める割合が1.8％となっている。 

 

表－33 支払方法別相談件数 単位：件 

   

 

 

＜「信用供与の有無」について ＞ 

信用供与とは、「消費者の支払いを一定期間猶予する」ということで、猶予されている間、

消費者は販売信用を受けていることになる。 
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(2) 販売信用による支払の相談 

支払方法のうち「販売信用」による支払いに該当した相談について、商品・役務別に上位10位まで示し

たものが「表－34」である。 

最も多い相談は、「化粧品」(4,615件)で、販売信用の相談全体の14.4％を占めている。なかでも、「養

毛剤」に関する相談が対前年度比363.2％と激増している。定期購入の解約等に関する相談が多く寄せら

れている。 

その他、前年度に比べて件数の増加が目立つ相談としては、第６位の「医療」に含まれる「医療サー

ビス」が大きく増加している。これは、医療脱毛の一部の事業者で破産手続きを開始した等の報道があ

ったことにより、解約・返金に関する相談が多く寄せられたことによるものである。 

相談内容をキーワード別で見ると、「インターネット通販」「解約一般」が多い。 (表－35) 

 

  

 

  

- 33 -



 

34 

 

表－34 販売信用による支払 商品・役務別相談件数 

単位：件 

 

  

表－35 販売信用による支払 相談内容別件数 

単位：件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜「販売信用」に該当する相談について ＞ 

消費者が商品・役務の購入にあたり、支払う代金に

対して、信販会社等から信用供与を受けた場合、又は

受けることを前提とした場合に該当する。 
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７ 主な相談別特徴 

(1) 契約当事者別相談件数 

① 高齢者の相談 

契約当事者が60歳以上の高齢者の相談は43,492件寄せられ、前年度(42,447件)から2.5％増加した。高

齢者の相談が全相談に占める割合は33.5％となった。(図－2) 

商品・役務別で見ると、最も多い相談は「化粧品」(3,749件)で、主なものは「養毛剤」「化粧クリー

ム」、「乳液」である。どれも定期購入に関する相談が多く寄せられている。 

第２位の「商品一般」(3,365件)は、クレジットカード会社やＥＣサイト等を名乗り、料金督促のシ

ョートメッセージ等を送り付ける架空請求の相談が多く寄せられている。 

第３位は「役務その他」(2,489件)では、ＰＣの警告解除サービスや有料質問サイトの相談が多く寄

せられている。 

増加率でみると、第５位の「健康食品」（1,816件）が対前年度比127.4％と大きく増加している(表

－36) 

契約当事者の属性を見ると、性別では「女性」が55.6％と「男性」を上回っている。年代別で見ると

「70歳代」「80歳以上」で、前年度と比べ増加している。職業別では、「無職」で全体の50.8％を占めて

いる。 

平均契約金額は119万円と、59歳以下の相談の平均契約金額100万円と比べて高額である。 

相談内容をキーワード別で見ると、「解約一般」「インターネット通販」が上位にある。 (表－37) 

 

 

図－2 高齢者の相談件数推移 
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表－36 高齢者相談 商品・役務別相談件数 

単位：件 

 

                    

              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－37 高齢者相談 属性・相談内容別件数 

単位：件 

 

 

＜参考：平均契約金額の推移＞ 

単位：千円 

      

 

 

 

「平均契約金額の推移」のうち令和 4 年度については、年齢

不明・未回答の相談者の平均契約金額が高額であったことか

ら、全体契約金額が、高齢者契約金額と 59 歳以下契約金額を

上回っている。 
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トピックス︓「定期購⼊」に関する相談の中で、健康⾷品の相談が増加 
 

 ＳＮＳ等に表示された広告を見て、格安または無料だと思い、お試しのつもりで申し込んだら、

実は複数回商品を購入しなければならない「定期購入」だったという相談が、令和５年度も多く寄

せられた。相談件数は 6,634 件と対前年度比 79.7％と減少しているが、商品の内訳を見ると、「健康

食品」の購入に関する相談件数が 1,674 件で対前年度比 118.1%と増加している。令和４年度はファ

ンデーションや化粧クリーム等の「化粧品」に関する相談の激増したが令和５年度は減少に転じ、

ダイエットや特定の部位の機能維持をうたうサプリ等の「健康食品」に関する相談が増加した。 

契約当事者の男女別割合では、女性が 64.6％を占めている。契約当事者の年代別では 50 歳以上

が全体の 74.4％を占めている。 
 
【定期購入に関する相談件数の推移】 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    【契約当事者の男女別割合】             【契約当事者の年代別割合】 

   

          

 

    

 

 

 

 

 

(構成比は、小数点第 2 位を四捨五入)           (構成比は、小数点第 2 位を四捨五入)   
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トピックス︓「PC の警告解除サービス」に関する相談が⼤きく増加 
 

 ＰＣにウィルスが感染した等と偽の警告を表示させ、警告に表示された電話番号で偽の解除サポ 

ートに誘導し、料金を支払わせるＰＣの警告解除サービスに関する相談件数が 884 件となり、対前

年度比 130.8％と大きく増加している。契約当事者の年齢で見ると、高齢者（60 歳以上）の割合が

令和４年度までの直近４年間で 50％を上回っており、令和５年度も 67.6％となっている。 

契約当事者の男女別割合では、53.8％と男性が多くなっている。契約当事者の年代別件数では、

70 歳代（291 件）が最も多く、60 歳代（186 件）が続いて多くなっている。 

ＰＣを操作していたところ、ウィルス感染の警告が出た。サポートセンターの連絡先が表示され

たので連絡すると、不慣れな日本語を話す人が電話に出た。対策ソフトを勧められたので、コンビ

ニでプリペイド式電子マネーを 50 万円購入して、そのコードを相手に伝えた。後になって詐欺だと

思うので、返金してほしい等の相談が寄せられている。 
 
 
【ＰＣの警告解除サービスに関する相談件数及び高齢者（60 歳以上）の相談割合の推移】 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    【契約当事者の男女別割合】             【契約当事者の年代別件数】 

   

          

 

    

 

 

 

 

 

(構成比は、小数点第 2 位を四捨五入)            
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② 若者の相談 

契約当事者が29歳以下の若者の相談件数は16,398件で、前年度(17,229件)から4.8％減少した。若

者の相談件数が全相談件数に占める割合は12.6％となった。また、若者の相談における架空・不当請

求の相談件数は825件で、前年度から微増した。(図－3) 

商品・役務別で見ると、最も多い相談は「レンタル・リース・貸借」(1,714件)で、そのほとんどが、

賃貸アパート・マンションに関する相談である。修理費や敷金の返還、原状回復費用の負担に関する

相談が多い。 

第２位は「理美容」(1,550件)で、なかでも、エステティックサービスに関する相談が多い。 

第３位は「他の教養・娯楽」(1,196件)であり、「インターネットゲーム」「出会い系サイト・アプリ」

に関する相談が多い。 

増加率でみると、第４位「医療」が大きく増加しており、なかでも医療脱毛等を含む「医療サービ

ス」（809件）が対前年度比150.9％と大幅に増加している。これは、医療脱毛の一部の事業者で破産手

続きを開始した等の報道があったことにより、解約・返金に関する相談等が多く寄せられたことによ

るものである。そのほか、第５位「役務その他」が対前年度比129.7％と大きく増加している。(表－

38) 

契約当事者の属性を見ると、性別では「女性」が55.8％と、「男性」を上回っている。年代別では「20

歳代」が85.3％を占めている。職業別では「給与生活者」が58.8％、「学生」が27.3％を占めている。 

相談内容をキーワード別で見ると、「解約一般」「インターネット通販」「返金」が多い。 (表－39) 

 

 

図－3 若者の相談件数推移 
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表－38 若者相談 商品・役務別相談件数     表－39 若者相談 属性・相談内容別件数 

単位：件                          単位：件       

  
 

＜参考：若者の年代別の商品サービス上位＞  
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トピックス︓成⼈として扱われることになった 18 歳・19 歳 
 

令和４年４月から成年年齢引下げで、成人として扱われることになった 18 歳・19 歳の相談は

1,265 件であり、対前年度比で 96.9％と減少した。 

商品・役務別に見ると、最も多い相談は「理美容」（166 件）となっている。増加率でみると、

第４位「教室・講座」（72 件）が、対前年度比 120.0％と大きく増加している。 

契約購入金額別割合（無回答・不明を除く）をみると、「5 万円～10 万円未満」の割合が 38.6％

と最も多い。平均契約金額は 21 万円で、前年度（22 万円）からほぼ横ばいである。 

 

【若者の相談件数の推移（18 歳未満、18 歳・19 歳、20 歳から 29 歳別）】 

 
 

【18 歳・19 歳の相談 商品・役務別相談件数 上位 10 位】 

 
 

【18 歳・19 歳の相談 契約購入金額別割合の変化（無回答・不明を除く）】 
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トピックス︓害⾍駆除サービスのトラブルに関する相談が激増 
 

害虫駆除サービスのトラブルに関する相談件数は 508 件であり、対前年度比 207.3％と激増して

いる。そのうち、契約当事者の年齢を見ると、若者（29 歳以下）の割合が全体の件数の 38.6％と

なっており、令和元年度と比べると 31.2 ポイント上昇している。 

契約購入金額別割合（無回答・不明を除く）をみると、令和５年度は「10 万円～30 万円未満」

が最も多く 43.3％を占めた。契約当事者の男女別割合では、女性が 68.3%を占める。契約当事者の

年代別件数では、20 歳代（164 件）が最も多く、30 歳代（83 件）、70 歳以上（77 件）と続いてい

る。 

害虫が出たので、インターネットで検索した駆除業者に連絡をしたところ、代金は数千円でよい

と言われた。来訪後、値段を言われないままにいろいろな名目で作業を増やされ、最終的に数十万

円の請求を受けた。高額過ぎるので、クーリング・オフしたいという相談等が寄せられている。 

 

【害虫駆除のトラブルに関する相談件数及び若者（29 歳以下）の相談割合の推移】 

 
注）シロアリ駆除サービスの件数は除いて集計している。 

 

【契約購入金額別割合の変化（無回答・不明を除く）】 

 
(構成比は、小数点第 2 位を四捨五入) 

 

【契約当事者の男女別割合】     【契約当事者の年代別件数】 

       

  
 
 
 
 
 
 
 

(構成比は、小数点第 2 位を四捨五入)   
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 ③ 判断不十分者契約に関する相談 

「判断不十分者契約」とは、加齢に伴う疾病、精神障害や知的障害など、何らかの理由によって十分

な判断ができない状態にある者の契約のことである。令和５年度の相談件数は1,704件で、前年度と比

べて3.0％増加した。 

商品・役務別で見ると、最も多い相談は「工事・建築・加工」(155件)であり、「屋根工事」「工事・建

築サービス」等の相談が寄せられている。 

第２位は「書籍・印刷物」(126件)で、そのうち「新聞」が約９割を占める。 

第３位は「健康食品」（110件）である。健康食品や化粧品の定期購入に関する相談が多く寄せられて

いる。 (表－40) 

契約当事者の属性を見ると、性別では「女性」が59.6％を占めている。年代別では「70歳以上」の高齢

者が72.6％を占める。職業別では「無職」が71.0％、「家事従事者」が7.4％を占める。 

平均契約金額は174万８千円、平均既払金額は86万８千円となっている。 

相談内容をキーワード別で見ると、「解約一般」「家庭訪販」が多い。(表－41) 
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表－40 判断不十分者契約 商品･役務別相談件数 

単位：件 

 

 

 

表－41 判断不十分者契約 属性・相談内容別件数 

単位：件 
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(2) 主な商法・問題別相談件数 

① 架空・不当請求 

身に覚えのない代金の請求や不当に高額な請求等の「架空・不当請求」に関する相談は7,211件で、全

相談件数に占める割合は5.6％であった。相談件数は前年度(6,964件)に比べて3.5％増加し、「架空請

求」の相談件数は前年度(1,428件)に比べて0.6％増加した。(図－4) 

商品・役務別で見ると、最も多い相談は、「商品一般」(1,596件)で、架空・不当請求の相談全体の

22.1％を占める。前年度に比べて139件増加(9.5％増)した。クレジットカードの身に覚えのない不正

請求やショートメッセージや電話による架空請求等の相談が多く寄せられている。 

第２位は、「娯楽等情報配信サービス」(899件)で、なかでも、ワンクリック請求などの相談が多い

「アダルト情報」(503件)が56.0％を占めている。 

第３位は「レンタル・リース・貸借」(623件)で、このうち「賃貸アパート」(456件)が73.2％を占め

ており、退去の際の敷金返還や現状回復費用に係る相談が多く寄せられている。 (表－42) 

契約当事者の属性を見ると、性別では「女性」の割合と「男性」の割合がほぼ同じになっている。

年代別では、「70歳以上」の相談が最も多い。職業別では「給与生活者」が40.6％を占め最も多く、次

いで「無職」が22.4%、「自営・自由業」は7.9％と続いている。 

平均契約金額（架空・不当請求で請求された金額）は35万５千円、平均既払金額は13万８千円であ

る。 

相談内容をキーワード別で見ると、「不当請求一般」「インターネット通販」が多い。(表－43) 

 

図－4 架空・不当請求に関する相談件数の推移 

 
注） 内容キーワードに「不当請求」「架空請求」「ワンクリック請求」のいずれかを付与しているもの。 

注） 上記内容キーワードは複数選択が可能であるため、「ワンクリック請求」と「不当請求一般」の合計は、上記グラフの数値と一致しない。 
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表－42 架空・不当請求 商品・役務別相談件数 

単位：件 

 

 

 

 

 

表－43 架空・不当請求 属性・相談内容別件数 

単位：件 
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② インターネット通販 

「インターネット通販」とは、インターネットによる申込みを受けて商品の販売やサービスの提供を

行う販売方法である。 

相談件数は35,999件で、全相談件数における「インターネット通販」の割合は27.8％を占める。 

商品・役務別で見ると、最も多い相談は「化粧品」（5,859件）で、「インターネット通販」の16.3％を

占める。全体的に定期購入に関する相談が多く、特に「養毛剤」（799件）に関する相談が対前年度比

313.3％と激増している。 

第２位は「健康食品」（2,444件）で対前年度比114.2％と増加しており、「化粧品」と同じく定期購

入に関する相談が多い。 

その他、前年度に比べて増加が目立つ相談としては、第５位「役務その他」（1,765件）のうち、「申

請代行サービス」（318件）が対前年度比274.1％と激増している。アメリカに旅行するため、ＥＳＴＡ

の申請をしようと考え、ネットで検索して最上段に出てきたサイトを政府公式サイトだと思い申請し

た。後になって数倍の料金を請求され、実は申請代行業者に申請を依頼したことに気付いた。正規料

金との差額を返金してもらいたい等の相談が多く寄せられた。 (表－44) 

契約当事者の属性を見ると、性別では「女性」の割合が53.7％と、「男性」を上回っている。 

年代別では「40歳代」以上からの相談が多く、「70歳以上」では相談件数が増加している。 

職業別では「給与生活者」の相談割合が48.8％と全体の約５割を占め、続いて、「無職」の相談割合

が17.8％を占めている。 

平均契約金額は24万８千円、平均既払金額は25万２千円である。令和５年度の平均既払金額が平均

契約金額より多くなっているが、これは既払金額で無回答が多く、また、契約金額の回答に少額の回

答が多かったためである。 

相談内容をキーワード別で見ると、「解約一般」「電子広告」「定期購入」に関する相談が多い。(表

－45) 
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表－44 インターネット通販 商品･役務別相談件数 

単位：件 

 

 

 

表－45 インターネット通販 属性･相談内容別件数 

単位：件 

 

表―45 のうち、令和５年度の平均既払金額が平均契約金額よ

り多くなっているが、これは既払金額で無回答が多く、また、

契約金額の回答に少額の回答が多かったためである。 
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トピックス︓インターネット通販で、「SNS」関連の相談が引き続き増加 
  「インターネット通販」の相談件数は 35,999 件で、全体の相談内容別相談件数の２位となってい

る。契約当事者の年代別では 40 歳代から 70 歳以上が多い。 

「インターネット通販」のなかでも「ＳＮＳ」上の広告をきっかけとして契約した後トラブルにな

る等、何らかの形で「ＳＮＳ」が関連している相談の割合が 21.3％で前年度から 3.3 ポイント上昇

し、引き続き増加傾向にある。契約当事者の年代別件数では 40 歳代から 60 歳代が多く、増加率を

みると、20 歳代以上の全ての年代で前年度と比べて増加している。 

このような中で、「偽サイト、偽物」等に係る相談が増加しており、令和４年度はバッグや腕時計

に関する相談が増えていたが、令和５年度も引き続き増加し高止まりしているのは、ブランド物の

婦人用靴やスニーカー等の「履物」（191 件）である。ＳＮＳの広告を見たところ、３万円のブラン

ド物の靴が７割引で売っていたので購入した。支払方法は代引のみで、靴が宅配便で届いたところ

偽物だった、返金を求めたいという相談等が寄せられた。 
 

【インターネット通販の相談件数及びＳＮＳが関連している相談が占める割合の推移】 

     

【契約当事者の年代別件数】                【ＳＮＳが関連した相談の契約当事者の年代別件数】 

 

 

 

 

 

 

【「履物」の「偽サイト、偽物」等に係る相談件数の推移】 
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③ 利殖商法 

「利殖商法」とは、利殖になることを強調して投資や出資を勧誘する商法である。 

相談件数は1,630件で、前年度(1,183件)に比べて37.8％増加した。また、「利殖商法」の相談が全相

談件数に占める割合は1.3％であった。 

商品・役務別で見ると、最も多い相談は「他の金融関連サービス」（449件）で、「利殖商法」全体の

27.5％を占め、対前年度比143.9％と大幅に増加している。暗号資産の購入や自動売買ツール等の相

談が多く寄せられた。 

第２位は、「デリバティブ取引」(439件)であり、「利殖商法」全体の26.9％を占める。「デリバティブ

取引」は通貨や株式、債券などの現物の取引ではなく、それらの変動する価格を主な取引の対象とす

るものであるが、ＦＸ（外国為替証拠金取引）に関する相談が多く寄せられた。 

第３位は「ファンド型投資商品」(361件)で、「利殖商法」全体の22.1％を占め、対前年度比122.0％

と増加している。暗号資産（仮想通貨）への投資、海外不動産への投資等の様々な儲け話に関する相

談が寄せられている。(表－46) 

契約当事者の属性を見ると、性別では「女性」の割合と「男性」の割合がほぼ同じになっている。 

年代別では「50歳代」が19.6％を占めており、次いで「70歳以上」が18.9％、「40歳代」が16.7％を占

めている。 

職業別では「給与生活者」が53.8％、「無職」が19.1％を占めている。 

平均契約金額は701万１千円、平均既払金額は672万４千円である。 

相談内容をキーワード別で見ると、「詐欺」「ＳＮＳ」「返金」が多くなっている。(表－47) 
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表－46  利殖商法 商品・役務別相談件数   
単位：件 

 

 

 

表－47  利殖商法 属性・相談内容別件数 
単位：件 
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④ サイドビジネス商法 

「サイドビジネス商法」とは、副業や内職で収入になる等とうたって契約をさせる商法である。 

相談件数は1,924件で、前年度（1,762件）に比べて9.2％増加した。また、「サイドビジネス商法」の

相談が全相談件数に占める割合は1.5％であった。 

商品・役務別で見ると、最も多い相談は「内職・副業」(742件)で、「サイドビジネス商法」の38.6％を

占める。「内職・副業」のうち「他の内職・副業」が84.8％を占め、副業サイトやアフィリエイト等の

相談が多く寄せられている。 

第２位は、「役務その他」(259件)で、対前年度比131.5％と大きく増加した。副業サポート・コンサ

ルティング等の相談が多い「役務その他サービス」がこのうち９割を超えている。 

第３位は、「教室・講座」（184件）で、ＳＮＳで知り合った人からビジネススクールや起業セミナー

に誘導され高額な指南料を請求された等の相談が多い。(表－48) 

契約当事者の属性を見ると、性別では「女性」の割合が60.3％と、「男性」を上回っている。 

年代別では「20歳代」が最も多く、41.9％を占めている。 

職業別では「給与生活者」が56.2％、「学生」が13.3％を占めている。 

平均契約金額は118万３千円、平均既払金額は91万９千円である。 

相談内容をキーワード別で見ると、「ＳＮＳ」「解約一般」「返金」が多くなっている。(表－49) 
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表－48 サイドビジネス商法 商品･役務別相談件数 

単位：件 

 

 

 

 

 

表－49 サイドビジネス商法 属性･相談内容別件数 

単位：件 
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➄ 無料商法 

「無料商法」とは、「無料」であることを強調して勧誘し、商品やサービスを売りつける商法である。 

相談件数は1,872件で、前年度(2,250件)に比べて16.8％減少した。また、「無料商法」の相談が全相

談件数に占める割合は1.4％であった。 

商品・役務別で見ると、最も多い相談は、「役務その他」(361件)となっている。このうち、「役務その

他サービス」では、給湯器の無料点検をすると電話がかかってきて、点検の予約をしたが信用できる

か等の相談が寄せられている。 

第２位は「教室・講座」（175件）で、「スポーツ・健康教室」等の相談が多い。 

第３位は、「娯楽等情報配信サービス」（171件）であり、「映像配信サービス」、「アダルト情報」等

の相談が多い。 (表－50) 

契約当事者の属性を見ると、性別では「女性」の割合が56.0％と、「男性」を上回っている。 

年代別では「70歳以上」の相談が一番多くなっている。 

職業別では「給与生活者」が全体の38.1％、「無職」が22.5％を占めている。 

平均契約金額は49万２千円、平均既払金額は23万９千円である。 

相談内容をキーワード別で見ると、「解約一般」「インターネット通販」「電子広告」が多い。(表－

51) 
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表－50  無料商法 商品・役務別相談件数  
単位：件 

 

 

 

表－51  無料商法 属性・相談内容別件数 
単位：件 
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⑥ 原野商法 

「原野商法」とは、ほとんど無価値で将来の値上がりの見込みがない土地を、値上がりするかのよう

に偽って売りつける商法である。 

相談件数は73件で、対前年度比92.4％と減少した。 

商品・役務別で見ると、最も多い相談は、「土地」(52件)で、「原野商法」全体の約７割を占める。「山

林」が「土地」のうち４割以上を占める。また、「原野商法」の相談が全相談件数に占める割合は0.1％

であった。親が昔購入した遠方の山林等について、買い取りたい等の電話勧誘があり、これが被害の

入口となっているケースが多い。また、単なる売却契約だと思っていたら気づかぬうちに、別の土地を

買わされた等といった被害が多く、事業者の手口が巧妙で悪質な内容もある。「土地一般」「別荘地」

に分類された相談も、手口は同様である。 

     第２位は「役務その他」(16件)で、「原野商法」全体の21.9％を占める。過去に原野商法で土地を購

入した消費者に対し購入や売却で勧誘し、「土地の測量や整地」「土地の広告費」「不動産仲介業者への

手数料」等の名目で金銭を支払わせようとする手口に関する相談が寄せられている。 (表－52) 

契約当事者の属性を見ると、性別では「男性」の割合が56.2％と、「女性」を上回っている。 

年代別では「70歳以上」が一番多く、64.4％を占める。 

職業別では「無職」が全体の50.7％、「家事従事者」が12.3％を占めている。 

平均契約金額は157万円、平均既払金額は77万９千円である。 

相談内容をキーワード別で見ると、過去に原野商法の被害にあった者の「二次被害※」の相談が最も

多く42件であった。「二次被害※」「信用性」「家庭訪販」が上位にあり、中でも「家庭訪販」は前年度

に比べて大幅に増加している。(表－53) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※内容キーワード「二次被害」は、客観的に見て、二次被害の前提となる一次被害が存在していた場合に付与する。 

相談者が最初の契約を被害と感じていなくても、客観的に見て１回目の契約・勧誘も被害だと思えば付与する。 

また、二次被害だけでなく、三次、四次被害も含めて「二次被害」を付与する。 
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表－52  原野商法 商品・役務別相談件数 
単位：件 

 

表－53  原野商法 属性・相談内容別件数 
単位：件 

 

 

 

 
表―53 のうち、令和４年度については、平均契約金額の回答

の中に少額のものが多く平均金額を下げたため、平均既払金

額が平均契約金額より高くなっている。 

- 57 -



 58 

⑦ クレ・サラ強要商法 

「クレ・サラ強要商法」とは、商品・サービスの契約の際に無理やりサラ金等から借金をさせたり、

クレジット契約を組ませたりする商法である。 

相談件数は663件で、対前年度比109.6％と増加した。また、全相談件数における「クレ・サラ強要商

法」の割合は0.5％であった。 

商品・役務別で見ると、最も多い相談は「内職・副業」(156件)である。うち「他の内職・副業」の相

談は144件で９割以上を占めている。収入が得られると副業を勧められ、高額なコンサル料を支払うた

めに借金をさせられるケースが多い。 

第２位は「役務その他」（151件）で、対前年度比146.6％と大きく増加している。ＳＮＳで知り合っ

た人から勧められた副業を始めるための契約金を求められ、消費者金融数社から借り入れ支払った。

営業のノウハウを教えるとのことだったが、全く仕事につながらないので解約を希望する等の相談が

寄せられている。 

第３位は「他の金融関連サービス」（95件）で、対前年比126.7％と大きく増加している。暗号資産

やＦＸの自動売買アプリで儲かると紹介をうけ、手持ちがなく消費者金融から借金をさせられ、返済

が難しい等の相談が寄せられている。 (表－54) 

契約当事者の属性を見ると、性別では「女性」の割合が62.1％と、「男性」を上回っている。 

年代別では「20歳代」が最も多く、69.4％を占める。また、「30歳代」以上の全ての年代で増加して

いる。 

職業別では「給与生活者」が全体の60.8％、「学生」が23.1％を占めている。 

平均契約金額は159万５千円、平均既払金額は118万３千円であり、ともに前年度と比較して高額と

なっている。 

相談内容をキーワード別で見ると、「サイドビジネス商法」「ＳＮＳ」「返金」に関する相談が多い。 

(表－55) 
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表－54 クレ・サラ強要商法 商品･役務別相談件数 

単位：件 

 

 

表－55 クレ・サラ強要商法 属性･相談内容別件数 

単位：件 
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⑧ 点検商法 

「点検商法」とは、「点検に来た」と来訪し「もう使用できない」「修理不能」「早めに替えないと危

険」などと消費者の不安をあおり、商品やサービスの契約をさせる商法である。屋根、雨樋、床下な

ど見えない箇所の不具合を指摘して、工事・修理などを口実に支払いをさせる手口が多い。 

相談件数は1,912件で、前年度(1,311件)に比べて45.8％増加した。また、「点検商法」の相談が全相

談件数に占める割合は1.5％であった。 

商品・役務別で見ると、最も多い相談は、「工事・建築・加工」(870件)で、「点検商法」全体の45.5％を

占める。「屋根工事」(686件)が「工事・建築・加工」のうち78.9％を占めるが、「屋根が壊れている」

「屋根瓦がずれている」「近所で工事をしていたので訪問した」等と言って訪問し、家庭に入り込む手

口が多い。次いで、水回り等の「衛生設備工事」(48件)が多い。突然訪問してきた業者が無料点検を

口実に、家の壊れている箇所等を指摘し不安をあおり、その場で高額な修理契約をさせるケースが多

い。 

第２位は「空調・冷暖房・給湯設備」(398件)であり、前年度の11倍強と激増し、「点検商法」全体の

20.8％を占める。多くが「給湯システム」に関する相談で、ガスの点検で来訪した業者にすぐ壊れる

等と不安をあおられ、よく考えず高額なガス給湯器の交換契約を結んでしまった。解約したい等の相

談が寄せられた。 

第３位は「役務その他」(204件)で、前年度の３倍強と激増している。「役務その他サービス」が「役

務その他」の95.6％を占めている。ガス器具や床下点検に来た業者等に関する相談が寄せられている。

(表－56) 

契約当事者の属性を見ると、性別では「女性」の割合が52.4％と、「男性」を上回っている。 

年代別では「70歳以上」が57.0％を占める。次いで多いのが「60歳代」で14.2％を占める。 

職業別では「無職」が全体の51.2％を占め、次いで多いのが「給与生活者」「家事従事者」である。 

平均契約金額は114万７千円、平均既払金額は35万円である。 

相談内容をキーワード別で見ると、「家庭訪販」（1,467件）が最も多い。増加率で見ると、「電話勧

誘」が対前年度比458.2％と激増し、「クーリングオフ一般」「信用性」が対前年度比から140％以上と

大幅に増加している。 (表－57)  
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表－56  点検商法 商品・役務別相談件数 
単位：件 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－57  点検商法 属性・相談内容別件数 
単位：件 
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トピックス︓点検をきっかけとした「給湯器の交換」に関する相談が過去最⾼ 
 

点検をきっかけにした給湯器交換のトラブルに関する相談件数が390件と対前年度比1,083.3％

と激増している。契約当事者の年齢を見ると、高齢者（60 歳以上）の割合が令和４年度までの直

近４年間で 70％を上回っており、令和５年度も 78.7％となっている。 

契約購入金額別割合（無回答・不明を除く）をみると、令和５年度は「30 万円以上 50 万円未満」

が 45.7％と最も多い。契約当事者の男女別割合では、女性が 56.2%を占める。契約当事者の年代

別件数では、80 歳代（150 件）が最も多く、次に 70 歳代（86 件）が多くなっている。 

ガス点検に来た業者に給湯器が１年ももたないと言われ、てっきり契約中のガス会社だと思っ

て給湯器の交換工事を契約した。あとで、高額なので心配になり、契約中のガス会社に電話した

ところ、関係ないと言われたので解約したいという相談等が寄せられている。 

 

【点検をきっかけとした給湯器の交換に関する相談件数及び高齢者（60 歳以上）の相談割合の推移】 

 
 

【契約購入金額別割合の変化（無回答・不明を除く）】 

 
(構成比は、小数点第 2 位を四捨五入)   

 

【契約当事者の男女別割合】     【契約当事者の年代別件数】 

(構成比は、小数点第 2 位を四捨五入) 
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トピックス︓点検をきっかけとした「屋根修理」に関する相談が⾼⽌まり 

 

点検をきっかけとした屋根修理に関する相談件数が 702 件と対前年度比 89.7％と減少している

が、令和元年度と比べると 310.6％と依然として件数が多い。なかでも、高齢者（60 歳以上）が

当事者である相談の割合が全体の 68.4％を占めている。 

契約購入金額別割合（無回答・不明を除く）をみると、「100 万円以上～500 万円未満」の割合が

45.1％と最も多い。契約当事者の年代別の割合では 60 歳代から 80 歳代が多い。 

突然の訪問を受け、外から見たところ屋根のねじが緩んでいると業者に言われ、高額な屋根工事

の契約をしてしまった。その後、よく考えると高すぎるので解約したい等の相談が寄せられてい

る。 

 

【点検をきっかけとした屋根修理に関する相談件数及び高齢者（60 歳以上）の相談割合の推移】 

 
 

【契約購入金額別割合の変化（無回答・不明を除く）】 

 
(構成比は、小数点第 2 位を四捨五入)   

 

【契約当事者の男女別割合】      【契約当事者の年代別割合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

(構成比は、小数点第 2 位を四捨五入)         (構成比は、小数点第 2 位を四捨五入) 
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⑨ 次々販売 

「次々販売」とは、一事業者又は複数の事業者が一人の消費者に次から次へと商品売買や役務提供の

契約をさせる販売手口である。 

相談件数は510件で、前年度に比べて1.9％の減少であった。 

商品・役務別で見ると、「工事・建築・加工」が最も多く、「次々販売」全体の23.1％を占める。屋根

や外壁の工事をきっかけに、別の場所の工事も次々契約させられてしまったといった相談が寄せられ

た。 

第２位は「役務その他」（35件）であり、前年度に比べて20.7％の増加であった。「占いサイトで宝

くじが当たると言われ、やり取りをするためのポイントを次々購入して話を聞いたが、宝くじが当た

らないので返金して欲しい。」といった相談が寄せられた。 

第３位は「他の教養・娯楽」（31件）であり、出会い系サイトで知り合った相手と会うために、サイ

ト上のポイントを次々と買わされたが、おかしいと思うので、返金してもらいたい等の相談が寄せら

れた。(表－58) 

契約当事者の属性を見ると、性別では「女性」の割合が68.2％と、「男性」を上回っている。 

年代別では「70歳以上」が54.7％を占める。職業別では「無職」が最も多く、48.0％を占める。 

平均契約金額は428万９千円、平均既払金額は333万５千円と前年度より高額となっている。 

相談内容をキーワード別で見ると、「高価格・料金」「家庭訪販」「解約一般」が多い。(表－59) 

 

表－58  次々販売 商品・役務別相談件数 

単位：件 

 

 

 

 

 

表－59  次々販売 商品・役務別相談件数 

単位：件
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⑩ 催眠(ＳＦ)商法 

「催眠(ＳＦ)商法」とは、閉め切った会場等に人を集め、日用品等をただ同然で配って雰囲気を盛り

上げた後、最終的に高額な商品を売りつける商法であり、「新製品普及会」という事業者が始めたこと

から、その頭文字をとって「ＳＦ商法」とも呼ばれる。 

相談件数は103件で、前年度に比べて3.0％増加した。 

商品・役務別で見ると、最も多い相談は「健康食品」で、催眠商法の46.6％を占める。件数は前年度と

比べて33.3％の増加であった。 (表－60)  

契約当事者の属性を見ると、性別では「女性」の割合が75.7％と、「男性」を大きく上回っている。   

年代別では「70歳以上」が69.9％を占め、職業別では「無職」が62.1％を占める。 

平均契約金額は73万８千円、平均既払金額71万５千円である。 

相談内容をキーワード別で見ると、「高価格・料金」「信用性」「解約一般」が多い。(表－61) 

 

表－60  催眠(ＳＦ)商法 商品・役務別相談件数   

単位：件 

 

  

表－61 催眠(ＳＦ)商法 属性・相談内容別件数    

単位：件 
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⑪ アポイントメントセールス 

「アポイントメントセールス」とは、販売意図を明らかにしないで、又は他の人に比べて著しく有利

な条件で契約できるといって、電話やメールなどで呼び出す販売手口であり、訪問販売の一形態であ

る。 

相談件数は 468件で、前年度に比べて3.7％の減少であった。 

商品・役務別で見ると、最も多い相談は「教室・講座」（100件）であり、「アポイントメントセールス」

全体の21.4％を占める。なかでも、「教室・講座」の相談が多く、ＳＮＳで知り合った人に、起業や営

業のスキルを学ぶビジネススクールの受講契約を持ち掛けられる等の相談が寄せられている。 

第２位は「役務その他」（91件）であり、ＳＮＳで知り合った知人に、現在無職であると告げると、

知人の会社で働かないかと誘われた。その後、会社事務所で詳しい話を聞くと、仕事は提供するがア

ドバイス料を100万円支払うように言われ支払った。仕事が紹介されないので返金してもらいたい等

の相談が寄せられた。第３位は「内職・副業」（77件）で、オンラインゲームのアフィリエイトの副業

等の相談が寄せられた。 (表－62) 

契約当事者の属性を見ると、性別では女性が53.8％を占める。年代別では「20歳代」が67.3％を占め

た。職業別では、「給与生活者」が56.2％、「学生」が18.8％だった。 

平均契約金額は107万円、平均既払金額は40万3千円である。 

相談内容をキーワード別で見ると、「クーリングオフ一般」「解約一般」「返金」が多い。(表－63) 

 
表－62 アポイントメントセールス 商品・役務別相談件数 

単位：件 

 

 
表－63 アポイントメントセールス 属性・相談内容別件数 

単位：件 
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⑫ キャッチセールス 

「キャッチセールス」とは、繁華街等で通行人を呼び止め、近くの営業所等に同行させて契約をさせ

る販売手口であり、訪問販売の一形態である。 

相談件数は119件で、前年度に比べて9.8％の減少であった。 

商品・役務別で見ると、医療脱毛等の「医療」（18件）と同じく第１位のエステティックサービス等

の「理美容」（18件）が最も多く、「街で脱毛の無料体験の勧誘を受けたつもりが、高額なコースを契約

させられたので解約したい。」等の相談が寄せられた。第３位は冷凍冷蔵機器等の「食生活機器」で、

「１年前、ショッピングモールで声をかけられ仮設のコーナーに行き、ウォーターサーバーのレンタ

ル契約を結んだ。１年経って不要になったので解約しようとしたところ、業者から、契約したのは買

取契約なので、残債を一括返済してほしいと言われた。契約の際はレンタルだと言われており、納得

がいかない。」といった相談が寄せられた。 (表－64) 

契約当事者の属性を見ると、性別では「女性」が71.4％を占める。年代別では「20歳代」が最も多く

37.0％を占める。職業別では、「給与生活者」が44.5％、「学生」が24.4％を占める。 

平均契約金額は26万円、平均既払金額は3万4千円である。 

キーワード別で見ると、「解約一般」「クーリングオフ一般」「強引」が多い。（表－65) 

 

表－64  キャッチセールス 商品・役務別相談件数 

単位：件 

 

表－65  キャッチセールス 属性・相談内容別件数 

単位：件 
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⑬ 多重債務  

多重債務に関する相談件数は2,049件で、前年度と比べて9.8％の増加であった。 

契約当事者の属性を見ると、性別では「男性」が 56.3％を占める。年代別では、「50歳代」が18.6％、

「20歳代」が18.4％を占めている。職業別では「給与生活者」が最も多く５割以上を占めており、次に

「無職」が多く２割以上を占めている。 

多重債務に係る相談のうち、借入先が「フリーローン・サラ金」に分類された件数は1,166件で、多重

債務相談全体の57.0％を占める。 

借入金の総額は、金額の記入があった相談の中で、「100万円未満」が35.5％を占め、次いで「100万

円以上 300万円未満」(32.9％)、｢300万円以上 500万円未満」(12.7％)となっている。平均借入金額

は418万3千円で、前年度と比較して増加している。(表－66) 

多重債務相談のうち、借入先が「フリーローン・サラ金」に分類された相談内容をみると、「夫婦と

もに収入が減って、住宅ローンや子どもの奨学金の返済が厳しくなり、キャッシングやカードローン

で資金を工面したことで、さらに返済が厳しくなった。どうしたらよいか。」等の相談が寄せられてい

る。 

 

 表－66  多重債務 属性・相談内容別件数                      単位：件 
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⑭ 倒産 

契約した事業者が経営破たんした等の「倒産」に関する相談は1,381件で、前年度と比べて4.5％の

増加であった。 

契約当事者の属性を見ると、性別では「女性」が77.3％を占める。年代別では「20歳代」が49.5％、

「30歳代」が20.3％を占めている。職業別では「給与生活者」が最も多く 69.1％を占めており、次に

「学生」が10.4％を占めている。 

主な商品・役務で見ると、「エステティックサービス」「医療サービス」「歯科治療」等で倒産に関す

る相談が多く寄せられている。 

商品・役務で多い「エステティックサービス」と「医療サービス」では、「脱毛に通っていたが、通

っていたクリニックや店舗が倒産してしまった。施術が残っている分の残金を返してほしい。」「脱毛

の契約が、事業者の倒産に伴い別業者に引き継がれることになったが、別料金を追加で請求され、納

得できない。」等の相談が寄せられた。 

３番目に多い「歯科治療」には、「医療ローンを組んで歯科矯正を行っていたが、かみ合わせがまだ

直っていないのに、破産に向けた手続きを始めたとウェブページに掲載がされ、連絡がつかなくなっ

た。」等の相談が寄せられた。 

倒産に係る相談の平均契約金額は111万９千円、平均既払金額は84万１千円である。(表－67)     

            

 

表－67 倒産 属性・相談内容別件数 単位：件 
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トピックス︓「美容医療」に関する相談が⼤幅に増加 

 

美容医療に関する相談件数は 1,878 件であり、対前年度比 170.6％と大幅に増加している。契約

当事者の年齢をみると、若者（29 歳以下）の割合が全体相談件数のおおむね４割前後であり、令

和５年度も 42.4％を占めている。年代別では 20 歳代（714 件）が最も多く、全体の 38.0％となっ

ている。増加率で見ると、20 歳以上の年代で、対前年度比 150％以上と大幅に増加している。契

約当事者の男女別割合では、女性（1,182 件）が 62.9％を占めている。 

相談内容別で見ると、「解約一般」「返金」「連絡不能」「約束不履行」「クレジットカード」の相

談件数が対前年度比 200％以上と激増している。これは、医療脱毛や歯科矯正等の一部の事業者で

破産手続きを開始した等の報道があったことにより、解約・返金トラブルの相談等が多く寄せら

れたことによるものである。 

 

【美容医療に関する相談件数及び 29 歳以下の相談が占める割合の推移】 

 
 

【契約当事者の男女別割合】     【契約当事者の年代別件数】 

 

 

 

 

 

 

 

(構成比は、小数点第 2 位を四捨五入)   

 

【相談内容別件数 上位 10 位】       

 

 

 

 

 

 

 

                     

                                        （複数選択項目） 

※１「解約一般」は、解約拒否以外の解約に関する相談 

※２「契約書・書面一般」は、書面不交付、書面偽造、書面不備以外の契約書・書面に関する相談   
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トピックス︓「医療脱⽑」に関する相談が激増 

 

美容医療の中でも医療脱毛に関する相談件数は 875 件であり、対前年度比 258.9％と激増してい

る。契約当事者の年齢をみると、若者（29 歳以下）の割合が、令和４年度までの４年間で 50％を

上回っており、令和５年度も 53.1％と過半を占めている。年代別では 20 歳代（416 件）が最も多

く、全体の 47.5％となっている。増加率でみると、18 歳・19 歳を除くすべての年代で、対前年度

比 150％以上と大幅に増加している。 

契約当事者の男女別割合では、男性（486 件）が 55.5％を占め、女性を上回っている。令和４年

度までの４年間は女性の割合が全体の 75％を超えていたが、令和５年度は男性の相談件数が激増

し、全体に占める割合が５割を超えた。 

相談件数激増の原因は、一部の事業者で破産手続きを開始した等の報道があったことにより、解

約・返金トラブルの相談等が多く寄せられたことによるものである。 

 

【医療脱毛に関する相談件数及び 29 歳以下の相談が占める割合の推移】 

 
 

【契約当事者の男女別割合】     【契約当事者の年代別件数】 

 

 

 

 

 

 

 

(構成比は、小数点第 2 位を四捨五入)   

 

【契約当事者の男女別件数の推移】       
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(3) 危害・危険に関する相談件数 

① 危害に関する相談 

「危害」とは、商品・役務・設備に関連して、身体にけが、病気等の疾病(危害)を受けたという相談で

ある。 

令和５年度の「危害」に関する相談は2,004件で、前年度と比べて2.9％の増加であった。危害の内

容で多いものは、「皮膚障害」（612件）であり、次いで、「その他の傷病及び諸症状」(607件)、「消化器

障害」（193件）となっている。 

危害の原因となった商品・役務の上位５位を見ると、最も多い相談は「化粧品」（400件）である。

「養毛剤」や「乳液」等の定期購入にかかるものが多い。「養毛剤」では「かゆみが出て肌が赤くなっ

た。」等、「乳液」では「シミに効果があるという商品を使用したところ肌が荒れた。」等の様々な相談

が寄せられた。 

第２位は、「医療」（368件）である。うち「医療サービス」(251件)では、「美容医療」が多くを占め、

「目の下のクマとりの注射を受けたが、腫れが引かない。」といった相談が寄せられた。また「歯科治

療」(84件)では、インプラントに関するものが多く、「インプラントを施術したところ、ずっと痛みと

腫れが取れない。」等の相談が寄せられた。 

   第３位は「理美容」（181件）で、主な相談は美顔や痩身等の「エステティックサービス」（86件）や

「パーマ」（56件）である。「美顔エステで、肌荒れ等の肌トラブルが起きた。」といった相談が寄せら

れた。 

   第４位は「健康食品」（167件）で、主な相談は「他の健康食品」（108件）である。「ダイエットサプ

リを飲んだら下痢をした。」といった相談等が寄せられた。 

   第５位は「健康関連サービス」（99件）で主な相談は「整体」（95件）である。「腰痛があるため、整

体院で施術を受けたところ、足にも痛みが出た。」等の相談が寄せられている。(表－68)  

被害者の属性を見ると、性別では「女性」が多く74.6％である。年代別では「50歳代」が最も多い。 

職業別では、「給与生活者」が最も多く42.0％、次いで「無職」が20.3％、「家事従事者」が14.3％を

占める。 

危害程度は「医者にかからず」(856件)が「危害に関する相談」全体の42.7％と最も多い。「治療１か

月以上」は126件、「死亡」は３件寄せられている。(表－69)  
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表－68 危害の内容 商品・役務別件数(令和５年度) 単位：件 

 
 

表－69 危害に関する相談 被害者･危害程度別件数 単位：件
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② 危険に関する相談 

「危険」とは、危害を受けたわけではないが、危害につながるおそれがある相談である。令和５年度

の「危険」に関する相談件数は344件で、前年度(331件)より13件増加した。 

危険の内容を見ると、最も多いものが「発煙・火花」（58件）、第２位が「過熱・こげる」（47件）、第

３位が「異物混入」 (40件)となっている。 

商品・役務で見ると、「普通・小型自動車」(23件)が最も多く、その危険内容として多いのは「機能

故障」であり、走行中の故障に関する相談も寄せられている。第２位は同数(13件)で、「他の健康食品」

と「ヘアードライヤー」が並んでいる。「他の健康食品」では、「化学物質による危険」に関する相談

が多く寄せられ、「ヘアードライヤー」では、「発煙・火花」「発火・引火」等の相談が寄せられた。(表

－70) 

 

 

表－70 危険の内容 商品・役務別件数(令和５年度) 単位：件 
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Ⅱ 東京都消費生活総合センター相談受付分 

１ 相談受付状況 

(1) 相談件数の推移 

東京都消費生活総合センター（以下｢都センター｣という。）は、前身の東京都消費者センターとして昭

和44年４月に開設された。開設当初の相談件数は年間５千件台であったが、昭和49年度の石油パニック

時に約３倍の１万６千件台で第１次ピークとなった。その後、年々減少していたが、昭和54年度に再び

増加傾向に転じ、商品相場・金商法が社会問題化した昭和61年度に、２万８千件台で第２のピークとな

った。平成16年度には架空・不当請求が急増したことにより３万５千件を超えた。都センターにおいて

専用相談電話「架空請求110番」を設置し、体制を強化した平成17年度に相談件数が４万１千件近くとな

る第３のピークとなったが、その後、架空・不当請求に関する相談は、やや沈静化した。平成21年度には、

都センターにおける土曜相談の開始、消費者庁発足による消費者の関心の高まりもあって相談件数が再

び増加したが、その後減少に転じ、平成28年度以降は概ね２万５千件から３万件の間で推移している。

（都表－1、都図－1） 

 

都表－1 相談件数の推移（東京都）   単位：件 

 
 

都図－1 年度別相談件数の推移（東京都） 
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(2) 相談区分及び方法別相談件数 

相談区分を見ると、「苦情」は25,126件寄せられ全体の94.3％を占める。「問合せ」は1,484件となり全

体の5.6％を占める。「要望」は31件で全体の0.1％とわずかであった。前年度と比べて「苦情」は3.7％

の増加、「問合せ」は7.8％の増加となっている。 

相談方法別で見ると、「電話」による相談は25,952件で全体の97.4％を占めている。「来所」による相

談は648件と全体の2.4％と、「文書」による相談は41件で全体の0.2％となっている。（都表－2） 

都表－2 相談区分・相談方法別相談件数                   単位：件 

 
 

(3) 契約購入金額 

契約購入金額について見ると、50万円未満の金額は全体の42.0％を占める。最も多いのは「１万円以

上５万円未満」で、全体の12.8％を占めている。また、契約購入金額が１千万円以上の金額の相談は397

件で、全体の1.5％となっている。なかでも「１億円以上」は26件となっている。平均金額は約149万円

と、前年度より約19万円増加している。（都表－3） 

都表－3 契約購入金額                                            単位：件 

 
※「その他･不明」を除いて算出 
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２ 相談者・契約当事者の属性 

 

 (1)相談者の属性（性別・年代別） 

相談者の属性を性別で見ると、「女性」の占める割合は53.5％で、「男性」の41.7％を11.8ポイント上

回っている。（都表－4） 

年代別では、｢50歳代」が最も多く全体の20.1％、次に「70歳以上」が17.3％、次が「40歳代」15.2％の

順となっている。（都表－5） 

 

都表－4 相談者性別相談件数   単位：件 

 
 

都表－5 相談者年代別相談件数 単位：件 
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(2) 相談者の居住する地域別件数 

相談者の居住する地域別件数は、「都表－6」のとおりである。 

都表－6 相談者地域別相談件数（令和５年度）      単位：件   
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(3) 契約当事者の属性（性別・年代別） 

契約当事者の属性を性別で見ると、「女性」の占める割合が49.6％で、「男性」の41.2％を上回ってい

る。（都表－7） 

年代別では、｢70歳以上」が最も多く全体の18.4％、次に「50歳代」が15.8％、「40歳代」が12.8％とな

っている。(都表－8) 

 

都表－7 契約当事者性別相談件数 単位：件 

 
 

都表－8 契約当事者年代別相談件数 単位：件 
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(4) 契約当事者の属性（職業別） 

契約当事者の属性を職業別で見ると、「給与生活者」が最も多く41.3％、次いで「無職」19.1％、「自営・

自由業」8.5％と続く。（都表－9） 

 

都表－9 契約当事者職業別相談件数  単位：件 
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３ 商品・役務分類別及び相談内容別相談件数 

 

(1)商品・役務大分類別相談件数 

 

都表－10 商品・役務大分類別相談件数の推移 単位：件 
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(2) 商品・役務中分類別相談件数 

都表－11 商品・役務中分類別相談件数                                                 単位：件 
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単位：件 
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(3) 相談件数の多い商品・役務 

 

都表－12 商品･役務中分類別相談件数 上位 20 位 （「相談その他」（580 件）を除く）    単位：件 
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(4) 内容分類別相談件数 

 

都表－13 内容分類別相談件数   単位：件 

 
（複数選択項目） 
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(5) 内容キーワード別相談件数 

 

都表－14 内容キーワード別相談件数 単位：件 

 
（複数選択項目） 

※１：解約に関する相談のうち「解約拒否」以外のもの  

※２：契約書・書面に関する相談のうち「書面不交付」「書面偽造」「書面不備」以外のもの  

※３：価格・料金に関する相談のうち「高価格・料金」「値上げ」「値下げ」「二重価格」以外のもの 
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 (6) 商品・役務別内容別の相談件数 

 

都表－15 商品・役務大分類別の内容分類別相談件数（令和５年度） 

 
※「Z 他の相談」については、内容別分類はない。  

相談件数

安
全
・
衛
生

品
質
・
機
能

・
役
務
品
質

法
規
・
基
準

価
格
・
料
金

計
量
・
量
目

表
示
・
広
告

A 商品一般 1,962 8 34 82 126 0 67

B 食料品 1,448 183 235 43 103 10 201

C 住居品 1,055 94 335 30 92 0 84

D 光熱水品 418 11 20 7 115 1 5

E 被服品 1,447 10 231 41 94 1 113

F 保健衛生品 1,902 124 236 40 189 1 273

G 教養娯楽品 1,907 35 339 60 153 4 111

H 車両･乗り物 465 55 145 28 47 0 23

I 土地･建物･設備 800 18 142 54 99 2 17

J 他の商品 58 1 3 0 6 0 2

K クリーニング 90 1 54 6 4 0 1

L レンタル・リース･貸借 1,974 46 321 113 535 3 23

M 工事・建築・加工 742 9 168 21 142 0 10

N 修理・補修 609 9 133 16 241 0 40

O 管理・保管 94 1 19 7 23 1 5

P 役務一般 195 0 2 11 12 0 6

Q 金融･保険サービス 1,759 2 27 92 155 0 35

R 運輸･通信サービス 1,761 5 190 41 337 1 39

S 教育サービス 134 1 10 7 24 0 4

T 教養･娯楽サービス 2,542 33 138 99 384 0 145

U 保健･福祉サービス 1,813 168 338 60 300 0 67

V 他の役務 2,225 41 150 72 459 2 150

W 内職･副業･ねずみ講 280 0 5 8 27 0 8

X 他の行政サービス 260 4 18 30 19 1 12

Z 他の相談　※ 701 － － － － － －

合  計 26,641 859 3,293 968 3,686 27 1,441

　　　　   　内容分類

 商品大分類
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単位：件 

（複数選択項目）

販
売
方
法

契
約
・
解
約

接
客
対
応

包
装
・
容
器

施
設
・
設
備

買
物
相
談

生
活
知
識

そ
の
他

988 1,260 225 0 1 0 4 38 A 商品一般

861 1,051 200 10 1 5 0 8 B 食料品

516 762 193 3 3 7 5 8 C 住居品

153 280 93 1 5 0 2 4 D 光熱水品

1,024 1,268 214 2 0 4 1 3 E 被服品

1,489 1,718 224 2 0 0 0 2 F 保健衛生品

1,188 1,548 353 1 2 7 2 5 G 教養娯楽品

177 358 100 0 0 1 0 5 H 車両･乗り物

369 541 121 0 6 3 1 6 I 土地･建物･設備

31 51 9 0 0 0 0 0 J 他の商品

21 66 35 0 0 0 0 0 K クリーニング

346 1,638 409 1 21 1 0 9 L レンタル・リース･貸借

372 569 142 0 3 1 0 4 M 工事・建築・加工

318 441 107 0 3 4 1 5 N 修理・補修

16 57 24 0 0 0 0 0 O 管理・保管

122 167 26 0 0 0 0 0 P 役務一般

791 1,496 208 1 0 2 0 9 Q 金融･保険サービス

661 1,385 459 0 1 1 5 14 R 運輸･通信サービス

40 112 23 0 0 0 0 5 S 教育サービス

1,477 2,224 399 0 15 0 0 7 T 教養･娯楽サービス

523 1,427 422 0 4 1 3 39 U 保健･福祉サービス

1,132 1,709 377 0 7 7 2 26 V 他の役務

241 258 22 0 0 0 0 0 W 内職･副業･ねずみ講

34 65 60 2 2 0 5 64 X 他の行政サービス

－ － － － － － － － Z 他の相談　※

12,890 20,451 4,445 23 74 44 31 261 合  計

　　　　   　内容分類

 商品大分類
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４ 販売購入形態別相談件数 

(1) 販売購入形態別相談件数 

都表－16 販売購入形態別相談件数の推移   単位：件 

 
  
 

 

(2) 特殊販売の契約当事者年代別相談件数 

都表－17 特殊販売の形態別契約当事者年代別相談件数（令和５年度） 単位：件 
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(3) 訪問販売 
 

都表－18 訪問販売 商品･役務別相談件数 

単位：件 

 

都表－19 訪問販売 相談内容別件数 

単位：件 
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(4) 通信販売 
 

都表－20 通信販売 商品･役務別相談件数 

単位：件 

 

都表－21 通信販売 相談内容別件数 

単位：件 
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(5) マルチ（まがい）商法 
 

都表－22 マルチ(まがい)商法 商品･役務別相談件数 

単位：件 

 

都表－23 マルチ(まがい)商法 相談内容別件数 

単位：件 

 

(6) 電話勧誘販売 
 

都表－24 電話勧誘販売 商品・役務別相談件数 

        単位：件 

 

都表－25 電話勧誘販売 相談内容別件数 

単位：件 
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(7) ネガティブオプション 
 

都表－26 ネガティブオプション 商品･役務別相談件数 

単位：件 

 

都表－27 ネガティブオプション 相談内容別件数 

単位：件 

(8) 訪問購入 
 

都表－28 訪問購入 商品･役務別相談件数 
                    単位：件 

 

都表－29 訪問購入 商品･役務別相談件数 
                     単位：件 
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(9) 他の無店舗販売 
 

都表－30 他の無店舗販売 商品･役務別相談件数 

単位：件 

 

都表－31 他の無店舗販売 相談内容別件数 

単位：件 
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５ 支払方法別相談件数 

(1) 支払方法別 

都表－32 支払方法別相談件数 単位：件 
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(2) 販売信用による支払の相談 
 

都表－33 販売信用による支払 商品・役務別相談件数 

単位：件 

 

都表－34 販売信用による支払 相談内容別件数 

単位：件 
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 97 

６ 主な相談別特徴 

(1) 契約当事者別相談件数 

① 高齢者の相談 

都図－2 高齢者の相談件数推移 

 
 

都表－35 高齢者相談 商品・役務別相談件数 
単位：件 

 

都表－36 高齢者相談 属性・相談内容別件数 
単位：件 
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 98 

② 若者の相談 

都図－3 若者の相談件数推移 

 
 

都表－37 若者相談 商品・役務別相談件数 
単位：件 

都表－38 若者相談 属性・相談内容別件数 
単位：件  
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 99 

(2) 主な商法・問題別相談件数 

① 架空・不当請求 

都図－4 架空・不当請求に関する相談件数推移 

 
 

都表－39 架空・不当請求 商品・役務別相談件数 
単位：件 

 

都表－40 架空・不当請求 属性・相談内容別件数 
単位：件 
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 100 

② インターネット通販 
 

都表－41 インターネット通販 商品・役務別相談件数 

単位：件 

 
 

 

 

 

 

 

都表－42 インターネット通販 属性・相談内容別件数 

単位：件 
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③ 多重債務 

都表－43 多重債務 属性・相談内容別件数 単位：件 
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 102 

(3) 危害・危険に関する相談件数 

① 危害に関する相談 

都表－44 危害の内容 商品・役務別件数（令和５年度） 単位：件 

 
 

都表－45 危害に関する相談 被害者・危害程度別件数      単位：件

- 102 -



 103 

② 危険に関する相談 

都表－46 危険の内容 商品・役務別件数（令和５年度）                  単位：件 
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